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別紙

現金の手もと保管の特例に関する会計事務処理要領

１ 目的

この要領は、出納官吏事務規程第９条に基づく航空自衛隊における手もとに

保管する現金の限度額に係る事務取り扱いに関する特例に関する協議に基づく

会計事務処理について必要な事項を定め、もって円滑な会計事務の実施を図る

ことを目的とする。

２ 現金の手もと保管の特例の要件

(1) 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第８４条の４第１項に規定する在

外邦人等の輸送に係る活動、同法第８４条の５第２項第３号に規定する国際

緊急援助活動及びそれらに準ずる活動に係る経費に限り、航空自衛隊会計事

務取扱規則（昭和４８年航空自衛隊達第２号。以下「会計規則」という。）

第２４条ただし書の規定を適用するものとする。ただし、それらの会計事務

を行うために任命された資金前渡官吏に交付された現金（以下「前渡資金」

という。）に限る。

(2) 前号の在外邦人等の輸送に係る輸送及び国際緊急援助活動に準ずる活動に

ついては、防衛大臣の命令に基づき実施する活動のうち、外国において行う、

予見可能性が極めて低く、即応性が求められる活動として航空幕僚長が指定

する活動に限る。

(3) 上記活動に係る対応を行う基地は、千歳基地、入間基地、小牧基地及び美

保基地とする。

３ 資金前渡官吏の任命

(1) 前項の資金前渡官吏については、第２航空団、中部航空警戒管制団、第１

輸送航空隊及び第３輸送航空隊に所属する会計職域にある幹部で、空幕任第

７９９号（平成３１年４月１日）により、要員候補者に指定された隊員のう

ち１名を任命するものとする。

(2) 資金前渡官吏の任命上申は、会計規則第４条第２項及び空幕会第２１６号

（平成２８年４月２５日）に基づき実施するものとする。

４ 前渡資金の手もと保管

(1) 第２項に規定する活動において、会計事務を行うために任命された資金前

渡官吏は、出納官吏事務規程第３条の規定により手もと保管することができ

る。手もとに保管する現金は、資金前渡官吏１名につき２６万ドルの限度額

内において、活動に従事する航空機や当該航空機の運航に係る人員数等の規

模を勘案して積算したものとする。

(2) 資金前渡官吏が手もとに保管する現金の通貨は、アメリカ合衆国ドルとす

る。

(3) 資金前渡官吏は、関係法令を遵守するとともに、各基地経理規則に基づき、

現金亡失防止のための必要な対策を講じた上で保管するものとする。
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(4) 資金前渡官吏は、会計規則第４７条の日日点検を実施するものとする。

５ 帳簿金庫の検査

(1) 会計規則第４４条の毎月検査及び資金前渡官吏の交替があったときに実施

する交替検査の検査員については会計規則第４３条の規定に基づく検査員と

し、資金前渡官吏の廃止があったときに実施する交替検査の検査員について

は航空幕僚監部総務部会計課長とする。

（2）資金前渡官吏が交替する場合で、新たに資金前渡官吏に任命される隊員が

交替日に不在となるときは、資金前渡官吏が所属する基地の会計隊長を代理

官に指定し、引き継ぐものとする。代理官の任命上申については、会計規則

第４条第２項によるものとする。


